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はじめに
IT システムは､ 企業の会計の現場はもとより､ 全ての経営活動の中にまで
入り込んでおり､ その恩恵は計り知れない｡ それは､ プラスの面であり社会生
活の利便さ向上､ 企業経営の価値の向上などである｡
IT マネジメントで検討すべき課題はプロジェクトマネジメント､ サービス
マネジメントそしてシステム監査である｡ 本稿では､ IT マネジメントの主要
分野を紹介したのち､ システム監査に焦点を当て検討する｡
IT 化が進めば進むほど便利になる反面､ 様々な問題が生じてくるのは技術















いて､ その問題点を指摘し改善提案をするのが ｢システム監査人｣ といわれる
技術者である｡ これはわが国の情報処理技術者試験においてシステム監査技術
者試験を実施しているし､ アメリカに本部を置く民間団体､ 情報システムコン
トロール協会 (ISACA) の公認情報システム監査人 (CISA) や一般社団法人
日本内部監査協会の情報システム監査専門内部監査士でも同様の資格を付与し
ている2)｡
監査は前向きな IT マネジメントである｡ ｢システム監査｣ は保証型と助言
型があって､ 助言型監査では ｢どうすればよいかを提言する｣ ことが目的であ
る｡ 今後の IT 化の普及につれ､ 益々多くの企業で重要な役割を担うものであ
ることは言うまでもない｡ 本稿では改めて過去の議論を含めて新たな方向性を
模索したい｡
1 . IT マネジメントの主要分野
システム監査は会計監査の IT への対応に関する部分を研究する分野でもあ
り､ 会計学の一分野であることは間違いない｡ しかし､ わが国で実施されてい
る例えば基本情報技術者試験では IT マネジメントとしてプロジェクトマネジ
メント､ サービスマネジメントそしてシステム監査 3 つが主要分野とされてい
る｡ 次にシステム監査以外のものについてその概要を示そう3)｡
(1) プロジェクトマネジメント























なガイドライン､ ITIL がある｡ ITIL は ITSMS (IT Service Management
System：IT サービスマネジメントシステム) とも言われ､ 以下を目的として









また､ ITサービスマネジメントに関する国際規格に ISO/IEC 20000 があり､
IT サービスの提供者が顧客の求めるサービス品質を継続的に供給し､ 改善す





業省 (現在の経済産業省) の監査関連施策を歴史的に見ると､ その出発点は
1951 年 7 月の ｢企業における内部統制の大綱｣ に端を発している｡ 通商産業
省では､ 1985 年 1 月､ システム監査に関するガイドラインとして､ ｢システム
監査基準｣ を策定・公表した｡ これは通商産業省が 1983 年 12 月に発表した産
業構造審議会情報産業部会の中間答申に基づくものである｡ システム監査基準
では ｢システム監査は､ コンピュータシステムの信頼性､ 安全性､ 効率性等4)
を確保するため､ 監査対象から独立した監査人が一定の基準に基づいて､ コン
ピュータシステムを総合的に点検・評価し､ 関係者に助言､ 勧告するものであ
る｣ と定義付けている｡ それにあわせるかのように､ 1986 年には第 1 回シス
テム監査技術者試験が実施された｡ その後､ 後述する情報環境の変化､ 国際化､
災害対策等への対応するため､ 1996 年 1 月､ システム監査基準を改訂し､
2004 年 10 月にさらに改訂が行われ現在に至っている｡ システム監査基準にか




改訂システム監査基準 (1996 年) では､ ｢監査対象から独立かつ客観的立場
のシステム監査人が情報システムを総合的に点検及び評価し､ 組織体の長に助
言及び勧告するとともにフォローアップする一連の活動｣ (システム監査基準､




1951 年 7 月
企業における内部統制の大綱
1953 年 2 月
内部統制の実施に関する手続き要領
1980 年 3 月
日本情報処理開発協会がシステム監査基準 (試案) 公表
1983 年 12 月
産業構造審議会情報産業部会中間答申でシステム監査基準の策定を提言
1985 年 1 月
システム監査基準策定
1986 年 10 月
第 1 回システム監査技術者試験実施
1991 年 3 月
システム監査企業台帳に関する規則 (通商産業省､ 現経済産業省告示第 72 号)
1996 年 1 月
システム監査基準第 1 回改訂
2003 年 4 月
情報セキュリティ監査基準､ 情報セキュリティ管理基準公表
情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則 (経済産業省告示第 113 号)
2004 年 10 月
システム監査基準第 2 回改訂､ システム管理基準公表
2007 年 3 月
システム管理基準追補 (財務報告に係る IT 統制ガイダンス)
2017 年











国際協力開発機構 (OECD) 改定基準が 1992 年に公表した ｢情報システム


















実施基準の構成には､ 大きな変化が見られる｡ 旧基準では､ ｢企画業務｣､
｢開発業務｣､ ｢運用業務｣ の三つに分類していたが､ 改定基準では､ これらに
｢保守業務｣ をくわえ､ さらに各業務に共通する内容については､ ｢共通業務｣
として独立させている｡ ｢保守業務｣ では､ システムやプログラムの保守につ
いてふれている｡ ｢共通業務｣ として､ ドキュメント管理､ 進捗管理､ 要員管
理､ 外部委託､ 災害対策を取り上げている｡ これらは､ 情報システムの内部統
制でいうところの全般統制 (general control) である｡
d. 報告基準
報告基準に関しては､ 内容的な変更はないが整理されている6)｡
3 . 現行のシステム監査基準､ システム管理基準
(1) システム監査の目的
2004 年の第 2 回改訂では ｢システム監査の目的は､ 組織体の情報システム
にまつわるリスクに対するコントロールがリスクアセスメントに基づいて適切
に整備・運用されているかを､ 独立かつ専門的な立場のシステム監査人が検証
又は評価することによって､ 保証を与えあるいは助言を行い､ もって IT ガバ
ナンスの実現に寄与することである (システム監査基準､ Ⅱ. システム監査の
目的) ｣ とされている｡ 従来からの目的であった情報システムの信頼性､ 安全
性､ 効率性の向上は後述するリスクに対するコントロールに統合され､ 保証・
助言､ IT ガバナンスが今回の目的に加わった点であり､ その目的は大きく変












前文) 今回の改訂での大きな変更点は ｢監査人の行為規範｣ と ｢情報システム
管理の基準｣ との峻別したことである｡ 企業会計であれば､ ｢監査基準｣ と
｢企業会計基準｣ の関係である｡
監査主体の行為規範を定めた基準として ｢システム監査基準｣ (一般基準､
実施基準､ 報告基準) が公表され､ 効果的な情報システム戦略を立てるための
実績規範を定めた基準つまり､ 監査の際､ 監査人が行う判断の尺度として ｢シ
ステム管理基準｣ (情報戦略､ 企画業務､ 開発業務､ 運用業務､ 保守業務､ 共
通業務) が公表された｡ システム監査の実施に当たっては､ 組織体における情
報システムにまつわるリスクに対するコントロールの適否を判断するための尺
度である (システム監査基準､ 前文)｡ 新たに設けられたシステム監査基準は､
従来のシステム監査基準の内で､ 実施基準として監査対象業務ごとに挙げられ
ていた 191 項目を 287 項目に拡張したものである｡ ｢システム管理基準｣ は
ISACA (情報システムコントロール協会) の関連団体である IT ガバナンス協




が､ 今回の改訂では IT ガバナンスの観点を考慮している｡ 経済産業省は IT
ガバナンスを次のように定義している｡
｢企業が競争優位性構築を目的に､ IT (情報技術) 戦略の策定・実行をコン
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トロールし､ あるべき方向に導く組織能力｣
















よる内部統制の定義 (COSO 報告書､ COSO-ERM のフレームワーク) を念頭
においている｡ COSO-ERM (全社的リスク管理のフレームワーク) によれば､
リスク・マネジメントの目的として戦略､ 業務､ 報告 (財務､ 非財務を含む)､
コンプライアンスへの貢献を挙げている8)｡
2004 年のシステム監査基準､ システム管理基準はこの流れに従って拡充が


























グであるので､ 助言型､ 保証型といった区分が国際的に理解を得られない｡ 情
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報システム監査とコントロールを中心に世界的をリードしている ISACA (情









要性は IIA Standard 1200 Proficiency and Due Professional Care (専門的
能力と専門職の正当な注意) に求めることができる11)｡ 内部監査人の一般社団
法人日本内部監査協会が実施している第 60 回内部監査実施状況調査結果によ
れば､ 情報システムに対する内部監査の実施率は全業種で 53.4％であり､ 前
年度から実施率は上昇している｡ 業種別でみると､ 製造業は 56.7％､ 非製造
業は 52.4％であり､ 製造業で実施率が上昇した｡
監査テーマ・内容は (着眼点・要点) の実施例は次のようなものであった｡
情報システム業務規程､ 情報システム投資計画､ PC､ 情報端末､ モバイル
通信機器､ 携帯電話､ USB メモリ､ 大容量記憶媒体､ 権限者決済､ 分離統制､
基幹システム整備､ 情報セキュリティマネジメントシステム (ISMS) 認証､
金融情報システムセンター基準対応､ IT インフラの可用性､ サービスレベル
管理､ ISO27001､ JISQ15001､ データ・バックアップ､ 保守メンテナンス体
制､ ファイヤーオール､ SNS､ クラウド管理､ サーバー管理､ ホームページ
運用､ コンテンツ管理､ ライセンス管理､ アクセス権管理､ ユーザアカウント
管理､ ID・パスワード管理､ 個人情報､ 顧客情報管理､ 機密情報保持､ 情報
漏洩防止､ サーバーテロ対策､ システム障害対策､ 情報システム教育､ システ
ム投資の予実管理､ IT-BCP (事業実施計画) ､ 顧客クレーム対応､ J-SOX 対
IT マネジメントとシステム監査
― 85 ―
応､ IT 全般体制､ IT 業務処理統制 (ITAG) などが挙げられている12)｡ これ
らのテーマは各社においてリスクアセスメントの結果として選択されているも
のと推察される｡ 今後は､ 内部システム監査人は AI 革命にも対応することが
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